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第５７回政策本会議（第５回評学共同研究会） 

「新興国主導の地域統合は可能か」メモ 

２０１３年３月１８日 

東アジア共同体評議会事務局 

 

 当評議会の第５７回「政策本会議」は、当評議会と国際アジア共同体学会の共催する「評学共同研究会」の第５回

を兼ねて、下記の要領で開催された。学会側の推薦で基調報告者を務めた唱新福井県立大学教授は、１９８４年に 

吉林大学大学院国際経済研究科を卒業後、同大学北東アジア総合研究所所長などを務め、１９９５年に来日後、金沢星

稜大学を経て２００３年より福井県立大学に在籍し、東アジアＦＴＡ、日中韓経済協力などについて、日中双方の立場

から調査・研究を行っており、その成果を踏まえた報告であった。 

 

１．日時：３月１８日（月）午後２時より午後４時まで 

２．場所：日本国際フォーラム会議室 

３．テーマ：新興国主導の地域統合は可能か 

４．基調報告者：唱新福井県立大学教授 

５．出席者：２０名 

６．審議概要 

（１）冒頭、唱新福井県立大学教授から、つぎの通りの基調報告があった。 

（イ）世界市場の地殻変動と東アジア域内貿易の構造変化 

現在、先進国の直接投資と新興国の市場は世界成長を支える二輪であり、世界通商秩序を決定する２つの

要因となっている。２０００年以降、ＥＵ、ＮＡＦＴＡ、東アジア（ＡＳＥＡＮ＋６から日本を抜く）から

なる世界３大市場の輸入貿易シェアにおいては、ＮＡＦＴＡ、ＥＵが６７％から５０％に減少する一方、東

アジアでは１１％から２２％に増大した。このように東アジア地域新興国の台頭が顕著となり、世界の輸入

貿易におけるシェアが逆転している。その東アジアにおいては、特に中国の台頭が著しい。 

また、東アジアにおいては、域内相互依存関係の変容が続いている。具体的には、２０００～２０１１年

の世界の輸出が２.８倍増なのに対し、ＡＳＥＡＮ＋６の域内輸出は５,３１７億ドルから２兆１,５４８億ド

ルへと４倍増となり、年平均成長率は１３.５％を達成するなど、対域内輸出依存度が上昇している。中でも

対中依存度が高まっており、中国は今や東アジア地域のハブ市場といえる。またこの傾向は、域内のみなら

ず世界の輸出依存度においても、日米欧の輸出依存度が低下する一方で、中国、ＡＳＥＡＮ、インドへの輸

出依存度は上昇しており、いまや「新興国市場と先進国市場の逆転」という構造変化がおこっている。 

 （ロ）ＡＳＥＡＮをハブとするＲＣＥＰの特質と可能性 

ＡＳＥＡＮ＋６の包括的経済連携構想であるＲＣＥＰが実現すれば、ＧＤＰ１９兆ドルの一大経済圏が誕

生する。しかし、日本ではＲＣＥＰは中国主導であると誤解されており、マスコミも取り上げようとしない。

ＲＣＥＰの中心はあくまでもＡＳＥＡＮであり、新興国主導である。東アジア地域のＦＴＡ統合を目指すＲ

ＣＥＰはリージョナル・スタンダードであり、工程内分業及び中間財・資本財の貿易拡大に寄与する。 

それに対し、ＴＰＰはアメリカが中心であり、先進国主導である。ＷＴＯに代わる新たなルール作りを目

指すＴＰＰはグローバル・スタンダードであり、また、最終財の貿易拡大に寄与する。中間財と資本財の輸

出が中心の日本は、そのことも考慮してゆく必要がある。 

現在、東アジアにおいて複数の経済統合構想があるが、実際に進展しているのはＴＰＰとＲＣＥＰの２つ

である。そのため、今後東アジアの経済統合はこの２つの枠組みに収斂されていくのではないか。その時に

大事なことは、両者を競合関係にするのではなく、補完関係にさせることである。その点、これからこの地

域でＴＰＰとＲＣＥＰを結合することも、１つの課題ではないか。 

 （ハ）東アジア地域秩序の新構図と通商秩序の課題 

東アジアの地域秩序はどう変わってゆくのか？それにはまず、東アジア地域の変容をみてゆかねばならな

い。１９８０年代、日本企業が東アジア地域に生産拠点移転を進め、生産ネットワークを地域レベルで展開

したことによって、東アジア経済地域の秩序が出来た。その後、中国の対外開放政策により、中国系企業の

進出もそれに貢献し、東アジア経済圏の統合が進んだ。また、ＡＳＥＡＮを媒介とする地域統合も進んでい

る。 

現在、東アジア地域秩序の構図は①アメリカ中心の安保体制、②ＡＳＥＡＮ中心の地域経済統合、そして

③中国及びＡＳＥＡＮの新興市場を中心とする発展、である。東アジア地域の中国及びＡＳＥＡＮの経済成

長は、日本（並びに台湾及び韓国）のリードする雁行型発展である。今後、ＲＣＥＰ、ＴＰＰの進展によっ
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て、ＡＳＥＡＮが新たな生産基地の中心となり、日本、韓国、台湾はそのＡＳＥＡＮへの中間財の供給源と

なり、中国は日本、韓国、台湾からの中間財の供給先であると同時にＡＳＥＡＮへの供給先にもなり、最終

財供給先がアメリカ及びＥＵであるということには変わりがないが、中国も新たな最終財供給先になる可能

性も出てきた。そのような世界新三角貿易関係となっていくのではないかと予想される。 

 （ニ）日本の取組 

昨日、安倍首相はＴＰＰ交渉参加を表明した。安倍首相がＴＰＰ参加推進しているのは、政治的理由によ

るのではないかと思う。尖閣問題等で米国から安全保障上の支持を得ようと考え、ＴＰＰを推進しているの

ではないか。 

しかし、ＴＰＰ加盟に際して日本は農業がネックとなっている。ＴＰＰに加盟することによって日本の農

業は存続不可能になるとも思われている。だが、はたしてそうなのだろうか。現在の日本の農家は深刻な後

継者不足に悩まされており、廃業する農家が多い。米国のような大規模な農場経営という形態であれば、日

本でも農業を存続出来る可能性はある。また、日本政府の対農業政策は過保護であり、経済全体の効率を考

えるべきである。農機具の使用効率が悪く、労働生産性が低い。そのような農業を守る必要はあるのだろう

か。 

そして、日本はＴＰＰだけでなくＲＣＥＰにも参加しなければ、東アジア生産ネットワークから外される

ことになる。また、日本の輸出の６割は中間財で、主に中国向けであるのだから、ＴＰＰとＲＣＥＰは日本

にとって二者択一の選択肢ではない。日本は整合性をもって両方に参加すべきである。 

 

（２）その後、参加者から以下のようなコメントないし質問が述べられた。 

（イ）ＧＤＰの７割が農業の北海道経済は、ＴＰＰによって壊滅する。 

ＲＣＥＰも日本でもっと議論して欲しい。 

（ロ）ＴＰＰはグローバリズムではなく、トランスリージョナリズムだと思う。 

   米国はＴＰＰをリードする経済力をもはや持っていないのではないだろうか。 

（ハ）ＴＰＰは、アメリカの一極主義であり、歪な自由貿易協定だと思う。 

（ニ）中国は成長率が下がっている。中国の高度成長はインフラ建設に伴う不動産バブルが原因であり今後ど

うなるのだろうか。 

（ホ）ＡＳＥＡＮは一枚岩ではなく、域内の国々で意見の相違がある。 

（へ）ブルネイは自国の資源を、ニュージーランドは産物（酪農品）を売りたくてＴＰＰを始めた。 

   トヨタの売上２０兆円と比べれば、日本の農業はたいしたことないので、ＴＰＰに参加しても問題無い。 

（ト）ＴＰＰを中国包囲網と呼ぶ人もいるが、それは的確ではないと思う。 

（チ）ＴＰＰ参加交渉が推進されているが、やはり農業は特別扱いしなくてはならないと思う。 

以上 

 文責事務局 


